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研究者として成長できる 教育 ・ 労働条件を実現しよう

（１）　第１８５号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　週刊あのつ　　　　　　　　　　　　　２０１７年　９月１９日（火）

「年間平均給与の３倍」
残業代ゼロ」を盛り込んだ働き方改革法案要綱が示される

「
高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
」

の人には残業代が出ない！

支部執行委員会
＊教職員組合人文学部支部の執行委員会

を下記の要領で開催いたします。支部組合

員はどなたでも参加できますので、お気軽

にお越しください。

　日時：９月25日（月）17:00～

　場所：小会議室

今後の労働時間法制等の在り
方について（報告）
 時間ではなく成果で評価される働き

方を希望する労働者のニーズに応え、

その意欲や能力を十分に発揮できるよ

うにするため、一定の年収要件を満た

し、職務の範囲が明確で高度な職業能

力を有する労働者を対象として、長時

間労働を防止するための措置を講じつ

つ、時間外・休日労働協定の締結や時

間外・休日・深夜の割増賃金の支払義

務等の適用を除外した労働時間制度の

新たな選択肢として、特定高度専門業

務・成果型労働制（高度プロフェッショ

ナル制度）を設けることが適当である。 

・また、対象労働者の年収について、「１

年間に支払われることが確実に見込ま

れる賃金の額が、平均給与額の３倍を

相当程度上回る」といったことを法定

した上で、具体的な年収額については、

労働基準法第14条に基づく告示の内

容（1075万円）を参考に、法案成立後、

改めて審議会で検討の上、省令で規

定することが適当である。 

「年収1075
万円を参考に

」

特
定
高
度
専
門
業
務
・
成
果
型
労
働
制
の
下
で
労
働
す
る
期
間
に
お
い
て
次
の
い
ず
れ

に
も
該
当
す
る
労
働
者
で
あ
っ
て
、
対
象
業
務
に
就
か
せ
よ
う
と
す
る
も
の
の
範
囲

イ　

使
用
者
と
の
間
の
書
面
等
の
方
法
に
よ
る
合
意
に
基
づ
き
職
務
が
明
確
に
定
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
。

ロ　

労
働
契
約
に
よ
り
使
用
者
か
ら
支
払
わ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
賃
金
の
額
を
一
年
間
当
た
り
の
賃
金

の
額
に
換
算
し
た
額
が
基
準
年
間
平
均
給
与
額
（
厚
生
労
働
省
に
お
い
て
作
成
す
る
毎
月
勤
労
統
計
に

お
け
る
毎
月
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与
の
額
を
基
礎
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

算
定
し
た
労
働
者
一
人
当
た
り
の
給
与
の
平
均
額
を
い
う
。）
の
三
倍
の
額
を
相
当
程
度
上
回
る
水
準
と

し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
額
以
上
で
あ
る
こ
と
。

　
厚
生
労
働
省
は
先
週
15
日
、

「
働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た

め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す

る
法
律
案
要
綱
」
を
発
表
し
ま

し
た
。
そ
の
内
容
は
、「
残
業
代

ゼ
ロ
」
を
押
し
付
け
る
た
め
過

労
死
ラ
イ
ン
の
残
業
を
容
認
す

る
時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
と

一
本
化
し
た
労
基
法
改
悪
案
が

中
心
で
す
。
年
収
１
０
７
５
万

円
を
上
回
る
労
働
者
の
労
働
時

間
規
制
を
取
り
払
う
高
度
プ
ロ

フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度
の
創
設

と
企
画
業
務
型
裁
量
労
働
制
拡

大
が
中
心
で
す
。
こ
の
年
収
額

は
、
そ
の
う
ち
ア
メ
リ
カ
並
み

に
２
５
０
万
円
に
下
が
る
こ
と

は
確
実
で
す
。「
時
間
で
は
な

く
成
果
で
評
価
さ
れ
る
働
き
方

を
希
望
す
る
労
働
者
」
な
ど
実

在
す
る
の
で
し
ょ
う
か
？

　
そ
の
他
労
働
強
化
と
労
基
法

の
対
象
外
の
働
き
方
を
拡
大
す

雇
用
も
暮
ら
し
も
悪
化

選
挙
で
国
会
提
出
を
阻
止
し
よ
う

る
雇
用
対
策
法
、
正
規
と
非
正

規
雇
用
間
の
格
差
を
温
存
・
固

定
化
さ
せ
る
労
働
者
派
遣
法
や

パ
ー
ト
労
働
法
、
労
働
契
約
法

「
改
正
」
案
も
あ
り
ま
す
。

　
月
末
に
国
会
解
散
が
い
わ
れ

る
な
か
、
総
選
挙
で
国
会
に
提

出
で
き
な
い
状
況
を
つ
く
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

これが



２０１７年　９月１９日（火）　　　　　　　　　　　　　　週刊あのつ　　　　　　　　　　　　　　　　　　第１８５号　（２）

非正規教職員の無期転換権を適正に保障させよう

事務補佐員・特任教員・専業非常勤講師のみなさん

組
合
は
み
な
さ
ん
を
守
り
ま
す

今すぐ組合にご加入を
三重大学教職員組合と大学当局との間の合意事項
三重大学教職員組合との団体交渉（労働契約法第１８条関係）議事概要

日　時：２０１５年１１月２０日（金）　１６：４５～１８：３０

場　所：事務局棟２階　会議室

●教職員組合

  例えば，授業の科目がなくなったとか，外部資金等の契約が切れたとき

等において，当該職員が他の職種・他の部署で雇用を望んだ場合の対応

について検討していただきたい。

〇三重大学

　それは最大限の努力はしなければいけないと思っている。例えば英語

Ａという科目があって，その英語Ａを担当している科目がカリキュラムの

変更でなくなり，Ｂという科目ができ，そこに非常勤講師が見つからなけ

ればそこに非常勤講師を充てるよう大学として努力していきたいと思って

いる。私が懸念しているのは，本務がない非常勤講師の場合であり，科目

を削られるということは生活に影響が出るので，大学として努力を行うつ

もりである。しかしながら，状況によっては，カリキュラムの変更により

非常勤講師の契約を終了するとか，あるいはある業務の廃止により，その

パートタイム職員の業務を廃止せざるを得ない場合等も考えられる。

国立大学法人三重大学無期労働契約転換者に関する規程

（申込み等）

第２条 無期労働契約の締結の申込みをしようとする者（以下

「申込者」という。）は、現労働契約満了日の２ヶ月前までに無

期労働契約転換申込書を学長に提出するものとする。

２ 前項の申込みがあった場合、学長は、無期労働契約転換申込

受理通知書を申込者に交付する。
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みんなで助けあって、雇用と生活を守りましょう

今すぐ、下記までご連絡を

　
労
働
契
約
法
18
条
に
も
と
づ

く
無
期
転
換
権
を
行
使
で
き
る

ま
で
、
約
半
年
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
権
利
を
三
重
大
学
の
有
期

雇
用
教
職
員
が
完
全
に
行
使
で

き
る
よ
う
に
す
る
た
め
に
も
。

ぜ
ひ
皆
さ
ん
の
組
合
へ
の
加
入

を
訴
え
ま
す
。
組
合
は
、
一
昨

年
左
記
の
交
渉
記
録
を
企
画

総
務
部
長
と
交
わ
し
ま
し
た
。

組
合
員
に
対
し
て
無
期
転
換
を

妨
害
す
る
よ
う
な
こ
と
が
あ
っ

た
場
合
、
こ
の
合
意
事
項
に
反

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
大
学
側
に
知
ら
れ
な

い
で
加
入
す
る
方
法
も
あ
り
ま

す
の
で
ご
安
心
く
だ
さ
い
。
組

合
に
入
る
と
、
そ
れ
が
た
と
え

個
人
が
不
利
益
を
受
け
て
い
た

と
し
て
も
、
労
働
組
合
と
い
う

「
団
体
」
の
名
前
で
、当
局
に
「
団

体
交
渉
」
を
申
し
入
れ
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
そ
こ
で
大
学
当

局
は
、
こ
の
交
渉
申
し
入
れ
を

拒
否
し
す
る
こ
と
は
法
的
に
許

さ
れ
な
く
な
り
ま
す
。
労
働
組

合
法
で
い
う
「
不
当
労
働
行
為

に
あ
た
り
、
三
重
県
労
働
委
員

会
に
救
済
を
申
し
立
て
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　
人
文
支
部
も
、
支
部
単
独
で

こ
の
手
続
が
利
用
可
能
で
す
。

大学に知られずに加入
することも可能です


